
AGS Group令和８年度税制改正大綱の概要
本資料の内容は、令和８年度税制改正大綱（令和７年12月19日与党公表）に基づき、弊社内にて検討のうえ概要を

取りまとめたものです。今後公表される最終法案等にて本資料の内容から変更となる場合があることにご留意ください。

（ご参考）税制改正に係る今後の検討事項

検討事項 検討内容

年金課税

年金課税については、少子高齢化が進展し、年金受給者が増大する中で、世代間及び世代内の公平性の

確保や、老後を保障する公的年金、公的年金を補完する企業年金を始めとした各種年金制度間のバランス、

貯蓄・投資商品に対する課税との関連、給与課税等とのバランス等に留意するとともに、平成30年度税制

改正の公的年金等控除の見直しの考え方や年金制度改革の方向性、諸外国の例も踏まえつつ、拠出・運

用・給付を通じて課税のあり方を総合的に検討します。

金融所得課税
デリバティブ取引に係る金融所得課税の更なる一体化については、意図的な租税回避行為を防止するた

めの方策等に関するこれまでの検討の成果を踏まえ、総合的に検討します。

小規模企業税制

小規模企業等に係る税制のあり方については、働き方の多様化や、同族会社や給与所得者との課税のバ

ランスを踏まえ、個人事業主の勤労性所得に対する課税のあり方等にも配慮しつつ、正規の簿記による青

色申告の普及を含め、記帳水準の向上を図りながら、引き続き、給与所得控除などの「所得の種類に応

じた控除」と「人的控除」のあり方を全体として見直すことを含め、所得税・法人税を通じて総合的に

検討を進めます。

原料用石油製品等に係る免税・還付措置 原料用石油製品等に係る免税・還付措置の本則化については、引き続き検討します。

医療法人に対する事業税
事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置及び医療法人に対する軽減税率については、

税負担の公平性を図る観点や、地域医療の確保を図る観点から、そのあり方について検討します。

電気供給業及びガス供給業に対する

外形標準課税

電気供給業及びガス供給業に係る収入金額による外形標準課税については、地方税体系全体における位

置付けや個々の地方公共団体の税収に与える影響等も考慮しつつ、事業環境や競争状況の変化を踏まえて、

その課税のあり方について、引き続き検討します。
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